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1. 特定都市河川浸水被害対策法における審査手順 

1.1 審査の手順 

雨水浸透阻害行為に対する対策工事として雨水貯留浸透施設を設置する場合、審査の手順を踏

むことになる。 

審査者が申請者からの申請書を受理してから処分をするまでに通常要する期間は、概ね１ヶ月

程度である。（申請内容や混雑具合等によっては、この限りではない。） 

 

 

 

図 1 審査の手順 
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表 1 必要書類の一覧 

様式名 内容 事前協議 許可申請 備考 

様式-1 現況土地利用図の面積集計表（行為前） ○ ○  

様式-2 土地利用計画図の面積集計表（行為後） ○ ○  

様式-3 行為前後の土地利用集計表 ○ ○  

様式-4 雨水浸透阻害行為前後の平均流出係数  ○  

様式-5 雨水浸透阻害行為前後の雨水流出量の最大値  ○  

様式-6 技術的基準に適合することを証する書類  ○  

様式-7 雨水浸透阻害行為許可事前相談書 ○   

様式-8 貯留浸透施設の管理に関する実施計画書（例示）  〇  

様式第1号 雨水浸透阻害行為に関する計画説明書  ○ 施行細則 

様式第2号 雨水浸透阻害行為変更許可申請（協議）書   施行細則 

様式第3号 雨水浸透阻害行為変更届出書   施行細則 

様式第4号 雨水浸透阻害行為に関する工事着手届出書   施行細則 

図面-1 行為区域位置図【縮尺1/50,000以上】 ○ ○ 省令第18条 

図面-2 行為区域区域図【縮尺1/2,500以上】 ○ ○ 省令第18条 

図面-3 現況地形図（行為前）【縮尺1/2,500以上】 ○ ○ 省令第16条 

図面-4 現況土地利用求積図（行為前）【縮尺1/2,500以上】 〇 〇  

図面-5 土地利用計画図（行為後）【縮尺1/2,500以上】 ○ ○ 省令第16条 

図面-6 土地利用計画求積図（行為後）【縮尺1/2,500以上】 〇 〇  

図面-7 排水施設計画平面図【縮尺1/2,500以上】  ○ 省令第16条 

図面-8 対策工事の位置図【縮尺1/2,500以上】  ○ 省令第16条 

図面-9 

対策工事の計画図 

 雨水貯留浸透施設の形状 

 (平面図、縦断図、横断図) 

 雨水貯留浸透施設の構造の詳細 

 (流入口、放流口の構造を含む) 

 ○ 省令第16条 

図面-10 標識設置位置図 縮尺1/500以上  ○  

資料-1 土地の登記事項を示す書類 ○ ○  

資料-2 公図の写し ○ ○  

資料-3 事業概要説明書、事業概要図 ○ ○  

資料-4 現況写真（写真撮影位置図を添付） ○ ○  

資料-5 工事工程表  〇  

別記様式第二 雨水浸透阻害行為許可申請（協議）書  ○ 省令第16条 

別記様式第三 雨水浸透阻害行為に関する工事完了届出書   省令第26条 

別記様式第四 雨水浸透阻害行為に関する工事廃止届出書   省令第26条 

別記様式第五 損失の補償の裁決申請書   省令第28条 

別記様式第六 雨水貯留浸透施設機能阻害行為許可申請（協議）書   省令第29条 
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1.2 雨水浸透阻害行為の概要 

1.2.1 雨水浸透阻害行為の許可を要する行為 

特定都市河川流域内で宅地等以外の土地で行う一定規模（1,000m2)以上の雨水浸透阻害行為

（土地からの流出雨水量を増加させるおそれのある行為）は福島県の許可が必要である（法第 30

条）。 

 

 

雨水浸透阻害行為とは【法 30 条 第 1 項、政令第 8 条】  

土地から流出する雨水の量を増加させるおそれのある行為をいい、以下のいずれかに該当する

ものである。 

①土地の形質を宅地等以外から宅地等へ変更する行為 

※宅地等：宅地・池沼・水路・ため池・道路・鉄道線路、飛行場 

※宅地：建物（工作物）のように供するための土地 

    ・現況において、建物の用に供している土地 

    ・過去において、写真及び図面等で建物の用に供していたことが明らかな土地 

    ・近い将来に宅地として使用するため、造成されている土地 

②舗装していない土地を舗装する行為 

③排水施設を伴うゴルフ場・運動場等の新設・増設する行為 

④締め固めていない土地をローラー等により締め固める行為 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 雨水浸透阻害行為の具体例 

 

  



4 

 

1.2.2 雨水浸透阻害行為の許可を要しない行為 

雨水の流出量を抑制する効果の見込まれる農地・林地の保全を目的として行う行為や、土地の

一時的な利用に供する目的で行う行為については許可の対象外としている。 

 

雨水浸透阻害行為の許可を要しない行為【法第 30 条】【政令第 7 条】  

１）通常の管理行為、軽易な行為 

①主として農地又は林地を保全する目的で行う行為 

②既に舗装されている土地において行われる行為 

③仮設の建築物等（建築物その他の工作物をいう。）の建築その他の土地の一時的な利用に供 

する目的で行う行為 

２）非常災害のために必要な応急措置として行う行為 

 ①災害直後において緊急かつ応急的に行われる一時的な仮復旧 

 ②時間的・地形的に合理性の観点から緊急かつ応急的に行われる本復旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定都市河川流域の指定時点において、以下のいずれかに該当する行為については、雨水浸透

阻害行為の許可を要しない。 

 

特定都市河川流域の指定時点で、以下に該当する行為【ガイドライン P6-13】  

①既に工事に着手している行為 

②都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 29 条に規定する開発行為の許可を要する行為で、

既に当該許可を受けているもの 

③事業採択されている等、既に事業化されている行為 

④都市計画事業、土地区画整理事業、市街地再開発事業として行う行為で、既に当該事業の施

行に係る認可を受けているもの 

 なお、既着手行為については、法指定時点において、既に関連する他の許可申請が受理されて

いる行為や、県、市町村又は公的機関の証明により、既に事業化されていることが確認できる行

為も含まれる。 

 

 

 

【指定時点での既着手行為の取扱】 
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2. 事前協議における必要書類 

2.1 事前協議の手順 

事前協議に必要な手順を下記に示す。 

 

 

 

図 3 事前協議の手順 
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2.2 必要書類一覧 

事前協議における提出必要書類を表 2 に示す。提出必要書類の解説、サンプルを示す。 

表 2 事前協議における提出必要書類 

事前協議の必要書類 内容 法 

様式-7 
雨水浸透阻害行為 
許可事前相談書 

事業主の氏名、対象地区、事業の内容等の事項  

図面-1 行為区域位置図 縮尺 1/50,000 以上の地形図 
【省令第 18 条】 

図面-2 行為区域区域図 
縮尺 1/2,500 以上の地形図 
都道府県界、市町村界、市町村の区域内の町又は字

の境界並びに土地の地番及び形状を明示 

【省令第 18 条】 

図面-3 
現況地形図 
（行為前） 

縮尺 1/2,500 以上の地形図 
地形、行為区域の境界並びに流出係数の区分毎の土

地利用形態及び当該土地利用形態毎の面積を明示 
等高線は 2m の標高差を示すもの 

【省令第 16 条】 

図面-4 
現況土地利用求積

図（行為前） 
縮尺 1/2,500 以上 

 

様式-1 
現況土地利用図 
の面積集計表 
（行為前） 

現況土地利用図の区分毎の面積集計表（行為前） 
 

図面-5 
土地利用計画図 
（行為後） 

縮尺 1/2,500 以上の地形図 
行為区域の境界並びに流出係数の区分毎の土地利用

形態及び当該土地利用形態毎の面積を明示 

【省令第 16 条】 

図面-6 
土地利用計画求積

図（行為後） 
縮尺 1/2,500 以上 

 

様式-2 
土地利用計画図 
の面積集計表 
（行為後） 

土地利用計画図の区分毎の面積集計表（行為後） 
 

様式-3 
行為前後の土地利 
用集計表 

現況土地利用図（様式-1）、土地利用計画図（様式-2）
で自動入力、雨水浸透阻害行為の該当面積を算定 

該当面積 1,000m2以上：許可申請が必要 
該当面積 1,000m2以下：許可申請は不要 

 

資料-1 
土地の登記事項を 
示す書類 

土地利用に関する資料 
 

資料-2 公図の写し 土地利用に関する資料 
 

資料-3 
事業概要説明書、 
事業概要図 

事業に関する資料 
 

資料-4 現況写真 
現況写真（写真撮影位置図を添付） 
行為前の土地の状況がわかるように撮影し、必要に

応じ写真撮影方向のわかる図面を添付 
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(1) 雨水浸透阻害行為許可事前相談書【様式-7】 

事前相談を実施する前に、必要事項を記載すること。 
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(2) 行為区域位置図【図面-1】【省令第 18 条】 

地形図縮尺 1/50,000 以上として行為区域の位置を明示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 行為区域位置図 
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(3) 行為区域区域図【図面-2】【省令第 18 条】 

縮尺 1/2,500 以上とし、行為区域（事業エリア全体）、県界、市町村界、市町村の区域内の

町又は字の境界並びに土地の地番及び形状を表示したものを明示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 土地の地番及び形状の把握 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 行為区域区域図 

  

甲1-1 甲1-2

乙1-1

乙1-2
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(4) 現況地形図（行為前）【図面-3】【様式-1】【省令第 16 条】 

縮尺 1/2,500 以上とする。地形（等高線は 2m の標高差を示すもの）、行為区域の境界並び

に土地利用区分（流出係数の区分毎の土地利用形態及び当該土地利用形態）毎の面積を明示

する。現況土地利用別面積は、課税地目土地登記簿謄本や実際の土地利用形態を用いて集計

する。 

土地利用形態の判断については、申請時点における土地利用について、登記書類、現地写

真、航空写真により判断することとし、最新の航空写真による場合、地理院地図その他のウ

ェブサイト上の閲覧可能なものによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 土地利用の把握 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 現況地形図（行為前） 

  

甲1-1 甲1-2

乙1-1

乙1-2
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表 3 雨水浸透阻害行為の許可の要否に関わる一覧 
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表 4(1) 土地利用の判別方法 

 

 

 

  

土地利用の形態 流出係数 定義 留意事項

①宅地 0.90 宅地は、次に掲げる建物（工作物
を含む）の用に供するための土地
をいう。なお、工作物には、太陽光
発電施設を含む。
(A)現況において、建物の用に供し
ている土地
(B)過去において、建物の用に供し
ている土地
(C)近い将来に宅地として利用する
ため、造成されている土地

宅地は、建物の屋根面積のほか
に、庭等も含めた一団をもって宅地
とする。

②池沼 1.00 常時又は一時的に水面を有する池
沼をいう。

池沼の範囲は、池沼を形成する連
続した斜面、壁面（直接流出となる
エリア）の頂上までの範囲及び貯
留に供する土提等がある場合は、
それら施設敷地一体を含めた範囲
とする。

③水路 1.00 常時又は一時的に水面を有する水
路をいう。

水路の範囲は、水路を形成する連
続した斜面、壁面（直接流出となる
エリア）の頂上までの範囲とする。

④ため池 1.00 常時又は一時的に水面を有するた
め池をいう。

ため池の範囲は、ため池を形成す
る連続した斜面、壁面（直接流出と
なるエリア）の頂上までの範囲及び
貯留に供する土提等がある場合は
それら施設敷地一体を含めた範囲
とする。

⑤道路（法面を有し
な いものに限る）
⑥道路（法面を有す
るものに限る）

・法面を有しないもの 0.90
・法面（コンクリート等の不浸透性の材
料により覆われた法面の流出係数は
1.00、人工的に造成され植生に覆われ
た法面の流出係数は 0.40とする。）及び
法面以外の土地（流出係数は 0.90 とす
る。）の面積により加重平均して算出さ
れる値

一般の交通の用に供する道路をい
う。道路法（昭和２７年法律第１８０
号）に規定する道路かどうかは問
わない。
未舗装でも、一般の交通の用に供
していれば道路とする。

道路の範囲は、路肩から路肩まで
の範囲のほか、歩道、植樹帯、道
路付帯施設が含まれる。
法面は区分し整理する。

⑦鉄道線路（法面を
有しないものに限る）
⑧鉄道線路（法面を
有するものに限る）

・法面を有しないもの 0.90
・法面（コンクリート等の不浸透性の材
料により覆われた法面の流出係数は
1.00、人工的に造成され植生に覆われ
た法面の流出係数は 0.40とする。）及び
法面以外の土地（流出係数は 0.90 とす
る。）の面積によ
り加重平均して算出される値

鉄道道路とは鉄道の敷地のうち、
線路の敷地の範囲（高架の鉄道を
含む）をいう。
操車場は鉄道道路に含まれない。

法面は区分し整理する。

⑨飛行場（法面を有
しないものに限る）
⑩飛行場（法面を有
するものに限る）

・法面を有しないもの 0.90
・法面（コンクリート等の不浸透性の材
料により覆われた法面の流出係数は
1.00、人工的に造成され植生に覆われ
た法面の流出係数は 0.40とする。）及び
法面以外の土地（流出係数は 0.90 とす
る。）の面積によ
り加重平均して算出される値

飛行場は、空港・ヘリポート等（飛
行場の外に設置された航空保安施
設の敷地を含む）をいう。

法面は区分し整理する。

宅
地
等
に
該
当
す
る
土
地
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表 4(2) 土地利用の判別方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地利用の形態 流出係数 定義 留意事項

⑪コンクリート等の
不浸透性の材料に
より覆われた土地
（法面を除く）

0.95 コンクリート等の不浸透性の材料
で覆われた土地（法面は含まず）を
いう。

⑫コンクリート等の
不浸透性の材料に
より覆われた法面

1.00 コンクリート等の不浸透性の材料
で覆われた法面をいう。

⑬ゴルフ場（雨水を
排除するための排
水施設を伴うものに
限る）

0.50 ゴルフ場の敷地すべてではなく、当
該排水施設の集水範囲の対象とな
る区域の土地をいう。

「雨水を排水するための排水施設」
がない場合は、この区分の対象と
ならない。敷地のうち、排水施設に
集水される範囲が対象となる。

⑭運動場その他こ
れに類する施設（雨
水を排除するため
の排水施設を伴う
ものに限る）

0.80 運動場の敷地すべてではなく、排
水施設の集水範囲の対象となる区
域の土地をいう。

「雨水を排水するための排水施設」
がない場合は、この区分の対象と
ならない。敷地のうち、排水施設に
集水される範囲が対象となる。

⑮ローラーその他こ
れに類する建設機
械を用いて締め固
められた土地

0.50 建築物が建築できる程度、又は通
常車両等が容易に走行できる程度
に締め固められた土地（排水施設
が設置されたゴルフ場、運動場等
を除く）をいう。施工段階で締め固
められた土地であっても、耕起が
行われることによって通常車両等
が容易に走行できる程度までは締
め固められていない状態のもの
は、締め固められた土地に該当し
ない。

⑯山地 0.30 平均勾配が１０％以上の土地（山
地、林地、原野）をいう。

平均勾配の設定は、エリア内の地
形図で一つの斜面を構成するエリ
アを設定し、次にその斜面の最大
標高と最小標高を直線で結ぶ平均
勾配を算出し、判断する。
他の区分（①～⑮、⑰、⑱）以外の
土地で、平均勾配 10％以上の土
地をいう。

⑰人工的に造成さ
れ植生に覆われた
法面

0.40 人工的に造成され、植生に覆われ
た法面をいう。

⑱林地、耕地、原野
その他ローラーそ
の他これに類する
建設機械を用いて
締め固められてい
ない土地

0.20 平均勾配が１０％未満で、一体的
に林、又は草地等を形成している
土地（山地、林地、原野）をいう。

平均勾配の設定は、エリア内の地
形図で一つの斜面を構成するエリ
アを設定し、次にその斜面の最大
標高と最小標高を直線で結ぶ平均
勾配を算出し、判断する。
他の区分（①～⑮、⑰、⑱）以外の
土地で、平均勾配 10％未満の土
地をいう。

耕作の目的に供される土地（水田
〈灌漑中であるか否かを問わない〉
を含む）をいう。

舗
装
さ
れ
た
土
地

そ

の

他

土

地

か

ら

の

流

出

雨

水

量

を

増

加

さ

せ

る

お

そ

れ

の

あ

る

行

為

に

係

る

土

地

上
記
に
揚
げ
る
土
地
以
外
の
土
地



14 

 

 

表 5 現況土地利用図の面積集計表（行為前）【様式-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現況土地利用図の面積集計表（行為前） 様式－１

1 0.3190

2 0.3140

3 0.3110

4 0.2560

小計１ 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 1.2000

小計２

合　計

（単位：ha）

1.2000

山地

人工的
に造成
された
植生に
覆われ
た法面

林地、
耕地、
原野そ
の他
ロー
ラーそ
の他こ
れに類
する建
設機械
を用い
ていな
い土地

0.0000 0.0000 0.0000 1.2000

左記以外の土地

宅地 池沼 水路 ため池

道路
（法面
を有し
ないも
のに限
る。）

道路
（法面
を有す
るもの
に限
る。）

鉄道線
路（法
面を有
しない
ものに
限
る。）

鉄道線
路（法
面を有
するも
のに限
る。）

飛行場
（法面
を有し
ないも
のに限
る。）

エリア
No

宅地等 舗装された土地
その他土地からの流出雨
水量を増加させるおそれ
のある行為に係る土地

飛行場
（法面
を有す
るもの
に限
る。）

コンク
リート
等の不
浸透性
の材料
により
覆われ
た土地
（法面
を除
く）

コンク
リート
等の不
浸透性
の材料
により
覆われ
た法面

ゴルフ
場（雨
水を排
除する
ための
排水施
設を伴
うも
の）

運動場
その他
これに
類する
施設
（雨水
を排除
するた
めの排
水施設
を伴う
ものに
限る）

ロー
ラーそ
の他こ
れに類
する建
設機械
を用い
て締め
固めら
れた土
地
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(5) 現況土地利用求積図（行為前）【図面-4】 

縮尺 1/2,500 以上とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 現況土地利用求積図（行為前） 
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(6) 土地利用計画図（行為後）【図面-5】【様式-2】【省令第 16 条】 

縮尺 1/2,500 以上とし、行為区域の境界並びに土地利用区分（流出係数の区分毎の土地利

用形態及び当該土地利用形態）毎の面積を明示する。事業エリア内において、土地利用計画

面積をエリア別に集計する。現況及び事業エリア内の土地利用面積は必ず一致すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 流出係数の区分毎の土地利用形態及び当該土地利用形態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 土地利用計画図（行為後） 

 

  

・宅地 2,000 ㎡ 

エリアA1
宅地1,360m2

エリアB
駐車場4,260m3

エリアC2
道路320m2

エリアA2
宅地3,850m2

エリアA3
宅地2,011m2

エリアC1
道路210m2

・宅地 2,000 ㎡ 
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表 6 土地利用計画図の面積集計表（行為後）【様式-2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

土地利用計画図の面積集計表（行為後） 様式－２

A1 0.1360

A2 0.3850

A3 0.2000

B 0.4260

C1 0.0210

C2 0.0320

小計１ 0.7210 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.4790 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000

小計２

合　計

（単位：ha）

1.2000

山地

人工的
に造成
された
植生に
覆われ
た法面

林地、
耕地、
原野そ
の他
ロー
ラーそ
の他こ
れに類
する建
設機械
を用い
ていな
い土地

0.7210 0.4790 0.0000 0

左記以外の土地

宅地 池沼 水路 ため池

道路
（法面
を有し
ないも
のに限
る。）

道路
（法面
を有す
るもの
に限
る。）

鉄道線
路（法
面を有
しない
ものに
限
る。）

鉄道線
路（法
面を有
するも
のに限
る。）

飛行場
（法面
を有し
ないも
のに限
る。）

エリア
No

宅地等 舗装された土地
その他土地からの流出雨
水量を増加させるおそれ
のある行為に係る土地

飛行場
（法面
を有す
るもの
に限
る。）

コンク
リート
等の不
浸透性
の材料
により
覆われ
た土地
（法面
を除
く）

コンク
リート
等の不
浸透性
の材料
により
覆われ
た法面

ゴルフ
場（雨
水を排
除する
ための
排水施
設を伴
うも
の）

運動場
その他
これに
類する
施設
（雨水
を排除
するた
めの排
水施設
を伴う
ものに
限る）

ロー
ラーそ
の他こ
れに類
する建
設機械
を用い
て締め
固めら
れた土
地
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(7) 土地利用計画求積図（行為後）【図面-6】 

縮尺 1/2,500 以上とする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 土地利用計画求積図（行為後） 

  

・宅地 2,000 ㎡ 



19 

 

(8) 行為前後の土地利用集計表【様式-3】 

様式 1、様式 2 により自動で入力されます。現況土地利用の宅地面積を除外し、雨水浸透

阻害行為面積を算定する。1,000m 2を超える場合は、特定都市河川浸水被害対策法の許可申

請の対象となる。 

 

 

表 7 行為前後の土地利用集計表【様式-3】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説：事業エリア 12,000m2が雨水浸透阻害行為面積となり、1,000m2を超えることから特定都市

河川浸水被害対策法第 30 条の雨水浸透阻害行為の許可申請が必要となる。 

  

行為前後の土地利用集計表 様式－３
①欄　様式-１ ②欄　様式-２ ③欄 ④欄 参考

現況土地利用 計画土地利用 面積差 雨水浸透阻害行為の当該面積

面積（ha）① 面積（ha）② （ha）

様式－１ 様式－２ ③欄が（＋）の場合、原則該当

小計１の欄 小計１の欄 該当の場合面積（ha）を記入

0.7210 0.7210 0.7210 0.9

 1

 1

 1

 0.9

 加重平均

 0.9

 加重平均

 0.9

 加重平均

0.7210 0.7210 0.7210

0.4790 0.4790 0.4790 0.95

 1

0.4790 0.4790 0.4790

 0.5

 0.8

 0.5

0.3

0.4

1.2000 -1.2000 0.2

1.2000 -1.2000

1.2000 1.2000 1.2000

(－)の欄は記載不要 （単位：ha）

 ha

  0.1ha（1,000㎡）以上の場合、申請の対象

ゴルフ場（雨水を排除するための排水施設を伴うもの）

運動場その他これに類する施設（雨水を排除するための排水施設を
伴うものに限る。

ローラーその他これに類する建設機械を用いて締め固められた土地

その他土地か
らの流出雨水
量を増加させ
るおそれのあ
る行為に係る
土地

小　　　計

備　　考
土　地　利　用　区　分 流出係数

②－①

宅地等の区
分同士の増
減は対象と
しない。

池　　　沼

水　　　路

た  め　池

道路（法面を有しないものに限る。）

道路（法面を有するものに限る。）

小　　　計

土地利用区分

鉄道線路（法面を有しないものに限る。）

鉄道線路（法面を有するものに限る。）

飛行場（法面を有しないものに限る。）

飛行場（法面を有するものに限る。）

小　　　計

宅地等

宅　　　地

コンクリート等の不浸透性の材料により覆われた土地（法面を除
く）

コンクリート等の不浸透性の材料により覆われた法面

舗装された土
地

人工的に造成された植生に覆われた法面

④欄の合計 1.2000

小　　　計

合　　　計

林地、耕地、原野その他ローラーその他これに類する建設機械を用
いていない土地

上記に揚げる
土地以外の土

地

山　　　地
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3. 審査時における必要書類 

3.1 許可申請の手順 

許可申請を行う際の手順を下記に示す。 

 

 

 

図 13 許可申請時の手順 
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3.2 審査時における必要書類 

許可審査を受ける際に必要な書類一覧を表 8 に示す。 

 

表 8(1) 許可申請時における必要書類一覧 

 許可申請時の必要書類 明示すべき事項等 

許可申請書 
別記様式第二 
雨水浸透阻害行為許可申請（協議）書 

【省令第 16 条】 

計画説明書 
様式第 1 号 
雨水浸透阻害行為に関する計画説明書 

工事の方針、行為区域内の土地の現

況及び 土地利用計画 並びに対策工

事に係る雨水貯留浸透施設の計画 
【省令第 16 条】【施行細則】 

位置図等 

図面 1 
行為区域位置図 縮尺 1/50,000 以上 

（事前協議時作成）【省令第 18 条】 

図面 2 
行為区域区域図 縮尺 1/2,500 以上 

（事前協議時作成）【省令第 18 条】 
県界、市町村界、市町村の区域の町

又は字の境界並びに土地の地番及び

形状を明示 

計画図 

図面-3 
現況地形図（行為前）縮尺 1/2,500 以上 

(事前協議時作成)【省令第 16 条】 
地形、行為区域の境界並びに流出係

数の区分毎の土地利用形態及び当該

土地利用形態毎の面積を明示 
等高線は 2m の標高差を示すもの 

図面-4 
現況土地利用求積図（行為前） 
縮尺 1/2,500 以上 

（事前協議時作成） 

図面-5 
土地利用計画図（行為後） 縮尺 1/2,500
以上 

(事前協議時作成)【省令第 16 条】 
行為区域の境界並びに流出係数の区

分毎の土地利用形態及び当該土地利

用形態毎の面積を明示 

図面-6 
土地利用計画求積図（行為後） 
縮尺 1/2,500 以上 

（事前協議時作成） 

図面-7 
排水施設計画平面図 縮尺 1/2,500 以上 

【省令第 16 条】 
排水施設の位置、排水系統、吐口の

位置及び放流先の名称を明示 

図面-8 
対策工事の位置図 縮尺 1/2,500 以上 

【省令第 16 条】 
対策工事の計画位置又は計画区域及

び集水区域を明示 

図面-9 
対策工事の計画図 
・雨水貯留浸透施設の形状 

縮尺 1/2,500 以上 
・雨水貯留浸透施設の構造の詳細 

縮尺 1/500 以上 

【省令第 16 条】 
・平面図、縦断面図及び横断面図に

より示すこと 
・流入口及び放流口の構造を含むも

のであること 

図面-10 
標識設置位置図 縮尺 1/500 以上 
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表 8(2) 許可申請時における必要書類一覧 

 許可申請時の必要書類 明示すべき事項等 

許可申請の 
添付書類 

様式-1 
現況土地利用図の面積集計表（行為前） 

(事前協議時作成) 

様式-2 
土地利用計画図の面積集計表（行為後） 

(事前協議時作成) 

様式-3 
行為前後の土地利用集計表 

(事前協議時作成) 

様式-4 
雨水浸透阻害行為前後の平均流出係数 

 

様式-5 雨水浸透阻害行為前後の雨水流

出量の最大値 
 

様式-6 
技術的基準に適合することを証する書類 

対策施設の貯留及び浸透能力の計算

根拠、技術資料等 

様式-8 
貯留浸透施設の管理に関する実施計画書 

 

資料-1 土地の登記事項を示す書類 (事前協議時作成) 

資料-2 公図の写し (事前協議時作成) 

資料-3 事業概要説明書、事業概要図 (事前協議時作成) 

資料-4 現況写真 
（写真撮影位置図を添付） 

(事前協議時作成) 

資料-5 工事工程表 【細則第２条第２項】 
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(1) 雨水浸透阻害行為許可申請書【別記様式第二】【省令第 16 条】 

雨水浸透阻害行為許可申請書には、雨水浸透阻害行為に関する工事及び対策工事の着手予

定日及び完了予定日を記載すること。 
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(2) 雨水浸透阻害行為に関する計画説明書【様式第 1 号】【省令第 16 条】 

計画説明書は、工事計画の指針、行為区域内の土地の現況及び土地利用計画並びに雨水浸

透阻害行為に係る工事計画を記載する。 

1)工事の計画の方針 

2)行為区域内の土地の現況及び土地利用計画 

3)対策工事に係る雨水貯留浸透施設の計画 
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(3) 行為区域位置図【図面-1】【省令第 18 条】 

事前協議時に作成したものを提出。 

地形図縮尺 1/50,000 以上として行為区域の位置を明示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 行為区域位置図 
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(4) 行為区域区域図【図面-2】【省令第 18 条】 

事前協議時に作成したものを提出。 

縮尺 1/2,500 以上とし、行為区域（事業エリア全体）、県界、市町村界、市町村の区域内の

町又は字の境界並びに土地の地番及び形状を表示したものを明示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 土地の地番及び形状の把握 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 行為区域区域図 

 

  

甲1-1 甲1-2

乙1-1

乙1-2
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(5) 現況地形図（行為前）【図面-3】【省令第 16 条】 

事前協議時に作成したものを提出。 

縮尺 1/2,500 以上とする。地形（等高線は 2m の標高差を示すもの）、行為区域の境界並び

に土地利用区分（流出係数の区分毎の土地利用形態及び当該土地利用形態）毎の面積を明示

する。現況土地利用別面積は、課税地目、土地登記簿謄本や実際の土地利用形態を用いて集

計する。 

土地利用形態の判断については、申請時点における土地利用について、登記書類、現地写

真、航空写真により判断することとし、最新の航空写真による場合、地理院地図その他のウ

ェブサイト上の閲覧可能なものによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 土地量の把握 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 現況地形図（行為前） 

  

甲1-1 甲1-2

乙1-1

乙1-2
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(6) 現況土地利用求積図（行為前）【図面-4】 

事前協議時に作成したものを提出。 

縮尺 1/2,500 以上とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 現況土地利用求積図（行為前） 
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(7) 土地利用計画図（行為後）【図面-5】【省令第 16 条】 

事前協議時に作成したものを提出。 

縮尺 1/2,500 以上とし、行為区域の境界並びに土地利用区分（流出係数の区分毎の土地利

用形態及び当該土地利用形態）毎の面積を明示する。事業エリア内において、土地利用計画

面積をエリア別に集計する。現況及び事業エリア内の土地利用面積は必ず一致すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 流出係数の区分毎の携帯土地利用形態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16 土地利用計画図（行為後） 

  

エリアA1
宅地1,360m2

エリアB
駐車場4,260m3

エリアC2
道路320m2

エリアA2
宅地3,850m2

エリアA3
宅地2,011m2

エリアC1
道路210m2

・宅地 2,000 ㎡ 

・宅地 2,000 ㎡ 
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(8) 土地利用計画求積図（行為後）【図面-6】 

事前協議時に作成したものを提出。 

縮尺 1/2,500 以上とする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 17 土地利用計画求積図（行為後） 

  

・宅地 2,000 ㎡ 
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(9) 排水施設計画平面図【図面-7】【省令第 16 条】 

縮尺 1/2,500 以上とする。排水施設計画平面図には、以下の事項を明示すること。 

・排水施設の位置 

・排水系統 

・吐口の位置及び放流先の名称 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 18 排水施設計画平面図 
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(10) 対策工事の位置図【図面-8】【省令第 16 条】 

1/2,500 以上とする。対策工事の位置図には次の項目を明示すること。 

・対策工事の計画位置 

・計画区域及び集水区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19 対策工事の位置図 

 

 

  



33 

 

(11) 対策工事の計画図【図面-9】【省令第 16 条】 

雨水貯留浸透施設の形状は、平面図、縦断図、横断図により示すこと。縮尺 1/2,500 以上

とする。（図面-8 に併記してもよい） 

雨水貯留浸透施設構造の詳細図は、流入口及び放流口の構造を含む。縮尺 1/500 以上とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 20 対策工事の計画図（雨水貯留浸透施設の形状） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 21 対策工事の計画図（雨水貯留浸透施設の詳細図） 

 

  

地下貯留施設
平面図

○縦断図（B-B断面）

○横断図（A-A断面）

A

A’

B B’

平面図、縦断図、横断図

流入管

流入口

（詳細図添付）放流口

オリフィス

放流管

（詳細図添付）
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(12) 標識設置位置図【図面-10】 

標識の設置は福島県が行うが、申請者が自ら希望した場合には、福島県に代わり申請者自

身が標識の設置を行うことも可能とする。 

設置の際に、完成した構造物等に影響を与える場合も想定されるため、標識の設置位置、

時期等については協議する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 22 対策工事の位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 23  標識のイメージ 
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(13) 雨水浸透阻害行為前後の平均流出係数【様式-4】 

雨水浸透阻害行為前後の流出係数を算定する。 

【記入例】 
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(14) 雨水浸透阻害行為前後の雨水流出量の最大値【様式-5】 

算定した流出係数を用いて、雨水浸透阻害行為前後の雨水流出量を算定する。 

【記入例】 
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(15) 技術的基準に適合することを証する書類【様式-6】 

技術的適合性の確認は、国土交通省「調整池容量計算システム Ver2.0」を使用すること。

国土交通省 WEB サイトに掲載されている。 

URL：https://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/kasen/chouseichi/index.html 

【「調整池容量システム Ver2.0（エクセル）」使用方法】 

1) 流出係数算出：様式-4 を参照して記入。 

2) 降雨強度：次ページの表【降雨強度】の値を貼り付け。 

3) 01 流出計算（Q-T グラフ）：「計算実行」ボタンを押す。 

様式-5 に対応している。行為前後の流出量を確認する。 

4) 浸透施設能力：設置する浸透施設の比浸透量、飽和透水係数、設置数量、影響係数、体

積、空隙率を入力。 

5) 02 流出計算（QT-S グラフ）：流出計算条件を選択し、「計算実行/再設定」ボタンを押

す。 

6) 04－①調整計算（自然調節方式）：調整池を設置する場合は諸元を入力し、「計算実行」

ボタンを押す。 

7) 計算結果の総合評価が O.K となっているか確認する。 

N.G の場合は O.K になるまで、繰り返し諸元を調整する。 

8) 総合評価が O.K であれば、「【様式】許可申請図書」の保存場所を入力し、「許可申請図

書の作成」ボタンを押下して計算結果を出力する。 

9) 出力された許可申請図書(エクセルシート)から、流出抑制施設の諸元および調節計算結

果を様式-6 に入力する。 

 

  詳細は国土交通省「調整池容量計算システム」のマニュアルを参照 

URL：https://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/kasen/chouseichi/index.html 
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【記入例】 
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(16) 貯留浸透施設の管理に関する実施計画書【様式-8】 

設置した貯留浸透施設の管理に関する実施計画書は下記を参考に作成する。 
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工事の実施から完了について 

3.3 工事実施から完了までの手順 

工事実施から完了までの流れは、以下のとおりである。 

 

 

図 24  4. 工事の実施から完了の手順 
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(1) 工事の実施【施行細則第 5 条】 

工事着手に必要な書類 

様式名 内容 

様式第4号 雨水浸透阻害行為に関する工事着手届出書 

 

(2) 申請内容に変更があった場合には、再度申請・許可が必要【法第 37 条】【細則第 4 条】 

ただし、工事着手予定日及び工事完了予定日の変更は届出で可。 

様式名 内容 明示すべき事項 

様式第2号 雨水浸透阻害行為変更許可申請（協議）書 

変更に係る事項、変更の理

由、雨水浸透阻害行為の許

可の許可番号 

様式第3号 雨水浸透阻害行為変更届出書 
工事着手予定日又は工事

完了予定日 

 

(3) 地下構造を有する雨水貯留浸透施設等の設置にかかる工事工程の終了にかかる報告 

【細則第 6 条】 

地下構造物など、工事の完了検査時に不可視となる工事工程が終了するときは、その終

了の三日前までに、その旨を報告する。 

 

(4) 工事完了届書を提出【省令第 26 条】【細則第 7 条】 

工事完了後、雨水浸透阻害行為に関する工事完了届出書を提出する。 

様式名 内容 

別記様式第三 雨水浸透阻害行為に関する工事完了届出書 【省令26条】 

添付図書 

・設置した雨水貯留浸透施設の位置及び形状を明らかにした図面 

・雨水貯留浸透施設の構造詳細図 

・その他指示があったもの        【細則第7条】 

 

(5) 工事完了検査を実施【法第 38 条】【細則第 9 条】 

工事完了検査合格後、検査済証が発行される。 

 

(6) 雨水貯留浸透施設の標識を設置【法第 38 条】【条例第 2 条】 

標識の設置は福島県が行う。設置の際に、完成した構造物等に影響を与える場合も想定さ

れるため、標識の設置位置、時期等については協議する。 

 

(7) 工事の廃止【省令第 26 条】 

雨水浸透阻害行為の許可を受け、工事を廃止した時は届出書を提出する。 

様式名 内容 

別記様式第四 雨水浸透阻害行為に関する工事廃止届出書【省令第26条】 
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4. 雨水貯留浸透施設が有する機能を阻害するおそれのある行為 

雨水貯留浸透施設内への物件の堆積、設置及び雨水貯留浸透施設の損傷、雨水の流入口又

は流出口の形状を変更する行為については、雨水貯留浸透施設の機能を阻害するおそれがあ

ることから許可を必要とする。 

ただし、管理設備及びスクリーン等の設置等雨水貯留浸透施設の維持管理のために行う行

為、行為前の状態に戻されることが確実な一時的な行為、災害復旧における行為などは許可

の適用は除外される。 

【法第 39 条】【政令第 12 条】【政令第 13 条】【省令第 29 条】 

 

(1) 許可の対象となる行為 

対策工事により設置された雨水貯留浸透施設が有する機能を阻害するおそれのある行為の

例は、次に掲げる行為である。 

（ⅰ）雨水貯留浸透施設の敷地である土地（雨水貯留浸透施設が建築物等に設置されてい

る場合にあっては、当該建築物等のうち当該施設に係る部分）において物件を移動

の容易でない程度に堆積し、又は設置する行為 

・塵芥又は土砂の投棄 

・建設資材等を置くこと 

（ⅱ）雨水貯留浸透施設を損傷する行為 

・調整池等の堤防の掘削 

・浸透機能を発揮する部分の閉塞 

（ⅲ）雨水貯留浸透施設の雨水の流入口又は流出口の形状を変更する行為 

・流入口又は流出口の閉塞又は径の変更 

 

(2) 適用除外 

対策工事により設置された雨水貯留浸透施設が有する機能を阻害するおそれのある行為に

関する許可の適用除外となる行為の例は、次に掲げる行為である。 

（ⅰ）通常の管理行為 

管理設備及びスクリーン等の設置等雨水貯留浸透施設の維持管理のために行う行為 

（ⅱ）軽易な行為 

仮設の建築物の建築その他の雨水貯留浸透施設又はその敷地である土地を一時的な

利用に供する目的で行う行為（当該利用に供された後に当該雨水貯留浸透施設の機

能が当該行為前の状態に戻されることが確実な場合に限る。） 

（ⅲ）非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

水防活動並びに災害復旧における一時的な流入口又は流出口の閉塞その他の河川等

に係る施設及び設備の応急復旧 
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(3) 許可申請時における必要書類一覧 

 必要書類 備考 

別記様式第六 
雨水貯留浸透施設機能阻害行為許可申請（協

議）書 
【省令第 29 条】 

 

 明示すべき事項 備考 

雨水貯留浸透

施設の位置図 
雨水貯留浸透施設の位置及び集水区域 
縮尺 1/2,500 以上 

【省令 29 条】 

雨水貯留浸透

施設の現況図 

雨水貯留浸透施設の形状 
縮尺 1/2,500 以上 

【省令 29 条】 
平面図、縦断面図及び横断面図に

より示すこと 

雨水貯留浸透施設の構造の詳細 
縮尺 1/500 以上 

【省令 29 条】 
流入口及び放流口の構造を含むも

のであること 

雨水貯留浸透

施設の機能を

阻害するおそ

れのある行為

の計画図 

当該行為により設置される施設の形状 
縮尺 1/2,500 以上 

【省令 29 条】 
平面図、縦断面図及び横断面図に

より示すこと 

当該行為により設置される施設の構造の詳細 
縮尺 1/500 以上 

【省令 29 条】 

保全工事の計

画図 

保全工事に係る施設の形状 
縮尺 1/2,500 以上 

【省令 29 条】 
平面図、縦断面図及び横断面図に

より示すこと 

保全工事に係る施設の構造の詳細 
縮尺 1/500 以上 

【省令 29 条】 
平面図、縦断面図及び横断面図に

より示すこと 

 

 

 

5. 他法令等による規制との調整 

雨水浸透阻害行為の許可に関して、流出雨水量を増大させないことを目的として、他法制や条

例による規制によって流出抑制対策を求めているときは、他法制や条例の規定に従う必要がある。 

また、法と条例等の双方で流出抑制対策を求めることとなるときは、それぞれの規定に従う必

要があり、法に基づき実施される対策工事の規模と条例等で求める流出抑制対策の規模を比較し

た上で、当該規模が大きい方を適用する。 

 

  他法令等による規制との調整 

  ①都市計画法の開発許可 

  ②森林法の林地開発許可 

  ③地すべり等防止法による許可 

  ④宅地造成及び特定盛土等規制法等による許可 
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雨水浸透阻害行為及び開発行為（流量増対策）双方の協議が必要な場合の対応方法 

対応方法：貯留量の算出をそれぞれ行い、貯留量（対策量）の大きい方の対策を実施する。 

① ②

下流河川の最大ネックポイント地
点の比流量から算定した放流量と
開発前の放流量のどちらか小さい
方を許容放流量とし、開発後の放
流量と許容放流量の差分を貯留量
（対策量）とする。

開発前後の流出増加量を貯留量
（対策量）とする。

雨水浸透阻害行為 開発行為（流量増対策協議）

「特定都市河川浸水被害対策法雨
水浸透阻害行為の許可申請手引
き」に基づく対応策を検討

「宅地造成等開発行為に伴う防災
対策の取扱い要綱」における「開
発行為に伴う流量増対策基準」に
基づく対応策を検討

 

①＞②の場合：雨水浸透阻害行為許可基準に基づく対策を義務付ける。 

②＞①の場合：流量増対策基準に基づく対策を実施するよう指導する。 

※②＞①となり、流量増対策基準に基づく対策を実施する場合においても、雨水浸透阻害行為

許可申請に伴う工事完了検査、雨水貯留浸透施設の標識設置は行う必要がある。 

 

図 25  雨水浸透阻害行為及び開発行為（流量増対策）双方の協議が必要な場合の対応方法 


